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要旨 西九州大学短期大学部では、教育の質保証・質的転換に向けた教学改革（教学マネジメント）を進め、IR室を設置
後、学修（学習）成果のアセスメントのシステムツールを完成させ、運用を始めた段階である。本論では教学マネジメント
のファーストステージとして、学修成果のアセスメントを中心とする教学マネジメントを稼働させるために必要な、経営・
運営レベルの質的（定性的）特徴と課題について勘査した。
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１．はじめに
平成２７年度の学校基本調査（速報値）（文部科学省２０１５

c）によれば、全国短期大学の在学生数は平成に入ってか
ら過去最低値を更新し、現役進学率は５．２％となった。日
本の１８歳人口が減り始める２０１８年問題は既に始まりを迎
えており、私立短期大学数は、３２８校（前年度よりマイナ
ス６校、平成２２年度は３６９校、平成１２年度は４９７校）となっ
た。２０３０年の日本の１８歳人口は１０１万人と推計され、私立
短期大学への進学者数は、単純に平成２７年度の進学率を
維持すると仮定しても１．２万人の減少となる。今後、入学
定員１００人規模の私立短期大学として少なくとも１２０校相
当が廃校・閉校に追い込まれるものとなる。平成２７年度
の入学志願動向調査（日本私立学校振興・共催事業団
２０１５）によれば、私立短期大学の約６割が定員割れを抱

えている。定員割れは、定員の規模に依るものでは決して
ないが、比較的定員数が多い短期大学ほど充足率は高い。
各短期大学においては、本学も然り、入学定員数の変更や
学科改組転換を図るなどの、あらゆる改善の努力がなされ
ている。一方で、大学経営の維持においては、特別な寄付
金やその他の恒常的収入の見込み（戦略）がない限り、基
本的には学生納付金の収入が全てであり、人件費や教育研
究経費、保有資産に対する減価償却等の一定の支出がある
限り、現在短期大学への入学生数が底に着く勢いのなかに
おいて、単に学生募集定員数を変更して充足率を上げるよ
うな単純な改革では通用しないのは言うまでもなく、中高
年世代の受入れや海外からの受入れのほか、例えば日本福
祉大学の NFU株式会社や千葉学園の CUC株式会社と
いった（日本私立学校振興・共済事業団２０１１）収益事業
会社の設立などの戦略的な多角化経営の構想の検討も当然
必要となる（水戸２０１４）。日本私立大学振興・共催事業
団は、平成２３年３月に全４巻からなる「私立学校運営の
手引き」シリーズを作成し、生き残るための努力をするか、
撤退するか、手遅れにならないための選択指針を示してい
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る。文部科学省は「大学改革実行プラン」（文部科学省２０１４
a）のなかで、各大学に教育の質保証の確立と早期の経営
判断を求めている。また、新たな高等教育機関の制度化が
審議されており、所謂「専門職業大学（仮称）」の高等教
育機関への新規参入や、高等教育機関からの転換は、私立
短期大学経営に新たな競合という課題を与えるものとなっ
た（文部科学省２０１５a）。職業系志向は世界的規模で広が
りをみせ、非大学型教育機関は発展しており（OECD２０１１）、
近い将来において日本の高等教育機関は、所謂「研究型」
大学と「職業教育型」大学とに制度上淘汰されることも十
分に考えられる。私大経営においては、以上の選択・課題
等の外的環境の変化を背景に、各独自の戦略経営のなかで
教学改革が進められていることが、理事会実態調査の研究
から伺い知れる（篠田２００７）。
本論では、地方小規模校の私立短期大学における教学改
革の事例として、西九州大学短期大学部で進める教育の質
保証・質的転換に向けた取組み、学修（学習）成果のアセ
スメントシステム（ツール）の運用と、これを中心とする
教学マネジメントの実施体制について、経営と組織を焦点
に高等教育論的検討を行った。

２．教学マネジメント
１９９１年以降の教育の質保証・質的転換をはじめとする
大学に求められる教育改革は、社会経済・政策による外圧
的環境（政策誘導型）に起因するところが大きく、本来の
教育（研究）による内発的動機（経営論や学習論等の教育
学的進展）から広がったものではない。また、１９４７年学
校教育法の短期大学の設置以来、とりわけ１９８０年後半の
バブル経済の好景気から１９９０年代初頭のバブル崩壊以降
の数年間は、日本社会・経済の激動のなかで、短期大学経
営にとっては入学者数増加の全盛期にあって、将来の長期
的な経営・教育のビジョンや計画において、今日危機的状
況となるであろうという予測を、本学はもとより当時の短
期大学の多くが十分に捉えきれていなかったと言えよう。
これまで教職員は、従来の事務的管理、教員は教育と研究
の両立において研究志向は強く（有本２０１４）、また他大
学等への転身なども含め、帰属意識や所属グループとして
の指導・支援のサービス志向や、経営・運営に関わるゼネ
ラルな志向を持つ教職員を育成する風土や仕組みを醸成す
るまでには至っていない（黄２０１４）。大学の組織マネジ

メントが十分でないことは、理事会実態調査における今後
の経営課題として、「経営組織や管理運営体制の改革」を
４２．８％が重要課題として取り上げており、このほか「人
件費の削減」の課題等も挙げられている（篠田２０１０，山
本２０１５，岩田２０１３，佐々木２０１３）。
大学の存続は、「規制緩和」から「淘汰」の時代へと言
われるように、文部科学省はこれまで高等教育機関に対し、
多様化する社会に柔軟に対応するよう規制緩和を推進する
ことで、大学に多種多様な学部学科を設置するなどの機会
を与え、成果を得たと言えるが、この半面、結果的に大学
数が増加するという課題を残すものとなった。１９９１年の
１８歳人口のピーク以降、大学全入時代を迎え、文部科学
省は高等教育機関に対して教育の質保証をはじめとする
種々の機能を求めることで、大学に対する社会的役割を明
確にした。教学改革については「新たな未来を築くための
大学教育の質的転換に向けて」（文部科学省２０１２）によっ
て、大きく加速したと言える。一般に、よい経営には「勘」
と「経験」と「度胸」、そして「経営学」が必要と言われ
るように、大学経営にも経営学的判断材料をもって、成功
の確率を確実に高めなければ今後の存続は難しいことは言
うまでもない。
これからの大学は、知名度や特色、個性のない大学、経
営力のない大学は淘汰されると言われている。近年大学に
対して求められるものは、教育の質保証、質的転換、学修
成果のアセスメント、グローバル化（グローカル化含める）、
地域連携、高大連携、イノベーションの創出、地域創生等々、
キーワードを大別すれば、組織能力などの内因的改革と、
ステークホルダー間の外因的ポジショニング改革が必要と
なり、そこから大学の競争優位性を見出していく経営学的
手法、即ち「戦略経営」が必要とされている。本節では、
前者の組織能力の改革を焦点に、その競争優位性について
後述する。
本学は、地元地域における利用者基盤の持続的優位性を
高めていくことをミッションの一つに掲げている。この
ミッションの一事業として、教育の質保証・質的転換を明
確にすることを追風に、これを深く掘り下げて価値を見出
す教学マネジメントを進めている。教学マネジメントは、
「学士教育課程の構築について」（文部科学省２００８）で
論じられているとおり、既にそれぞれの大学で独自の内部
質保証体制が構築・運営されており、教学マネジメント事
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例は数多く報告されている（濱名ほか２０１４）。また、富
山短期大学の学修成果評価システム「LOAS」（私学研修
福祉会２０１５）、山形大学の「到達目標を明確にした自己
実現学習システム」や中央大学の「C-compass」システム
（文部科学省２０１４b）など、学修成果をアセスメントす
るシステムツールを導入した大学も複数報告されている。
しかし、課程を通じた学生の学修成果の把握状況では、大
学全体で把握している大学（短期大学を除く調査）は、平
成２４年度１２％・平成２５年度２２％（１７０／７６２校）と、他の改
善の取組みと比べて遅れていると言える（文部科学省２０１５
b）。これまで全国で開催された教学改革に関わる研修会・
情報交換会等への参加や、先進校への実地訪問、そして文
献図書による調査から渉猟しえた限りで、少なくとも各先
行事例に共通して言えることは、概ね次の３点のフレーム
ワークが、情報フローを含め、教学マネジメントのロジス
ティクス基盤として確立し、それが実際に機能していると
考えられた。
!学修成果のアセスメントシステム（ツールまたは人的
取組みを含めた仕組み）が確立しており、アセスメン
トのエビデンスとして共通の理解・認識がある。
"リーダーを中心とするトップマネジメントが機能する
経営組織（グループあるいはチーム）が設計されてお
り、運営組織に直接的（実質的）に関与（働きかけ）
し、教学改革・改善の推進力として機能している。
#そのトップマネジメント組織（グループあるいはチー
ム）と運営組織に対し、必要な情報の提供、意思決定
や政策決定等を支援する IR（組織あるいはチーム）
が中核となって機能し、組織間を繋いでいる。
この他の要件としては、組織の意思決定は、メンバー個
人の意思決定にはじまると言われるように、組織風土や教
職員のモチベーションが根底に挙げられよう。これらの共
通点については、従来の外部環境からの評価や優位性（外
因的ポジショニング）を重視してきたものから、内因的な
組織能力の優位性に焦点を充て、運営組織と経営組織とを
一本化するなどの学内コンテクストを強化したうえで、外
因的コンテクストを捉えたものと言える（Garth Saloner et
al. 2002）。本学においては、"及び#への理解と機能は不
十分であると考えている。!については、ある程度の理解・
認識はあるものの、未だシステム自体（後述するアセスメ
ントシステムツール「SASLO」は、学生のメタ認知に働

きかけるものであることから、およそ学ぶ意識や意欲の高
い学生には手厚い指導は不要であろう）が、学生に対して
全自動的に学修成果を向上させるものという誤解や、誰か
がやってくれるという意識も少なからずあると考えている。
事業の成果（出力）は、組織能力なくしてはあり得ない。
従来の管理主体の組織にはなかった組織間協働が求められ
るものであり、職能開発はまさにこの点に注がれるものと
考える。
本学の教学改革自体に新規性はないが、アセスメントシ
ステム（ツール）は本学独自に開発・導入したものである。
このアセスメントは、成績評価に基づく学修到達度と、学
修成果の評価指標（ルーブリック）に基づく自己評価の相
関から、学修成果を査定するものであり、教育課程レベル
と大学機関レベルで実施している。この査定から、学生は
メタ認知レベルでの学修成果の把握によって PDCAが図
れる。一方教職員側からは、この相関から個々の授業計画
や学生個人あるいは集団レベルでの指導・支援の PDCA

を図ることが可能となる。また、（行動主義的・構成主義
的）学習論上の学習評価のパラダイム対立に対する相互浸
透も図ることができるものとなっている（平田ほか２０１５a、
松下２０１２）。本稿では、この学修成果の可視化システム
を、The Self-Assessment System of Learning Outcomes

（SASLO）と仮に称したい。教育課程・大学機関レベル
でのアセスメントについては、米国短大の先行事例も紹介
されている（Jill Carlson 2015）。平成２６年度は試行段階と
し、本学食物栄養学科ではカリキュラム分析等が報告され
た（平田ほか２０１５b）。学修成果のアセスメントは、学生・
大学機関・教育課程・教職員レベルで、各学期の PDCA

を可能とし、能力向上を図る仕組みを構築するものであり、
平成２５年度から調査研究・開発に着手し、平成２６年度に
ようやく試験的運用の開始に至った（平田ほか２０１５a）。
この開始に至るまでには、学内 FD研修会で理事長による
「戦略経営」の宣言をはじめに、定例教授会で教学改革を
話題にするほか、当該委員会複数の FD・SD研修会で教
学改革への周知・理解が図られてきた。平成２７（２０１５）
年度は、実践的調査が始められたばかりであり、実証的究
明には数年の情報蓄積が必要となろう。学修成果のアセス
メントの例として、平成２７（２０１５）年度１年前期の全学
集計結果の例を図１に示す。アセスメントにおいては、今
後の検証評価を含め次年度につなげる改善計画とその実行
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（PDCA）を推進していかなければならない。
本学の教学マネジメントでは、このツールを希少なケイ
パビリティとなり得るものと考え、コア・コンピタンスと
なるよう、学修アセスメントのスタンダードを目指したい。
これを競争優位性としてリードするためには、組織能力を
高めていくことが最重要課題であると考えている。私大理
事会アンケート調査からは、課題改善の障壁の上位三つに、
「教員の意識」「職員の意識」「職員の専門性不足」が挙げ
られている（篠田２００７，２０１０）。本学の教学マネジメント
では、「経営はエビデンスに基づく（IRが機能）ものであ
り、その成果は組織によってもたらされる。組織の成果は、
構成する教職員一人ひとりの成果の集合である。教職員の
成果は学生の成功（修学満足度、学修成果の獲得、就職等）
によってもたらされるものであり、これは即ち各ステーク
ホルダーからの認識・評価を向上させる。このことは学生
定員の充足へとつながるものであり、結果的に経営改善が
達成される。」（経営改善＝IR機能＝組織の成功(＝教職員
の成功）＝学生の成功＝各ステークホルダーの認識向上＝
学生定員の充足）と捉えており、少なからず教職員に浸透
してきているとは言え、「変化への抵抗感」「組織運用上の
柔軟性」「否定的」「負担感」「他人事」「不適応」等の教学
改革への負の意識・認識、とりわけアセスメント本来の目

的よりも、アセスメントによって学修成果に効果を上げら
れなかった教職員は批判を受け、評価が下がるという誤解
も少なからず残る（本学では、「がんばっている学生・教
職員を高く評価する」というアナウンスを行ってきている
が、このことへの説明不足と理解不足が挙げられる）。大
学経営の戦術として本学独自の教学改革を推進することは、
学生・教職員そして各ステークホルダーに利益を与え、最
終的には経営改善の一助となり得る。このことについては、
教職員のパラダイム転換と、改革に対する認識・理解を深
めモチベーションを高めることが最重要課題であり、実行
に必要な職能開発を積極的に導入する必要がある。

３． 教学マネジメントと大学ガバナンス
大学ガバナンスは、様々なステークホルダーからの要請
に応えていく必要があるが、「大学経営の基幹事業は教学
マネジメントであり、エンロールメント・マネジメントで
ある（篠田２０１０）」ことは指摘のとおりである。エンロー
ルメント・マネジメントは企画機能を含めた IR活動であ
り、また学修成果のアセスメントと学生生活等に関する実
態調査は、エビデンスの中心的要素として広く認識される
ようになってきた。しかしながら、トップマネジメントの
教学マネジメントへの関与について、教職員の理解や認識
は十分とは言い難いのが現状である。大学ガバナンスとし
て、トップマネジメントが教学マネジメントに関与する際、
米国が辿ってきたスタンダード教育改革、学習・評価論、
組織・意思決定論や IRの機能等について、他大学の情報
を含め、背景として十分把握しておくことが必要となろう
（松尾２０１０、石井２０１１、山田２００２，２００５、リチャード
D．ハワード２０１２）。エンロールメント・マネジメントに
は種々の事業（入学前教育、入学から卒業までの学修及び
修学の指導・支援、就職・キャリア支援、卒後支援・教育、
学生募集等）が含まれており、経営課題となる学生募集は、
最重要課題として取り上げられるが、近視眼的な学生募集
の強化には限界がある。本意は入学から卒業までの修学期
間中の教育・指導・支援の充実・改善によって得られる学
生の学修成果・意欲・満足度等の向上の結果として、各ス
テークホルダーの認識・評価が向上することが、学生募集
の本質的強化そして業績へと繋がるものであろう。
大学ガバナンスにおいては、学長・理事長をリーダーと
するトップマネジメントが、大学の価値を創造し、その活

図１ 学修成果のアセスメント
学修到達度及び学修成果は、コンピテンシーの概念に基づき、【態度・志向性】
【知識・理解】【技能・表現】【行動・経験・創造的思考力】の４要素に分けら
れ、それぞれ３項目の評価指標を設けている。また、この４つの要素は、それ
ぞれ汎用的能力と専門的能力に大別されている。上記の結果は、これらの総合
平均として示している。
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動を牽引・促進することによって運営組織が業績を獲得し
なければならない。戦略経営マネジメントにおいては、中
期目標・中期計画等に反映される Vision（ビジョン）、Mis-
sion（ミッション）、Objective（目標・目的：広義のエン
ロールメント・マネジメント）、Strategy（戦略）、Tactics
（戦術・ロジスティクス）の（V）MOST分析を行い、全
ての事業計画についてこれらを揃え、それぞれ PDCAが
実施されることが必要であり（篠田２０１０）、その明確な
グランドデザインを表明することは、ガバナンスにとって
学内外に対して必要な意思表明と認識を与えるものと考え
る。例えば名城大学では、平成１７年にミッションステー
トメント（MS-15）の策定（日本私立学校振興・共済事業
団２０１１）から、平成２７年度は開学１００周年に向けた戦略
プラン（MS-26）を掲げて発展・深化させており、VMO
は学外にも表明することで独自の魅力や特色、教職員の志
気・認識を高めていると言える。この他にも多く先行事例
が示されている（篠田２０１０）。本学においても、平成２６
年度より３年間の第３次中期目標・中期計画を策定し、ア
クションプランに基づいて運用しているところであるが、
共通の理解・認識を高め、PDCAまでが読み取れるツー
ルとして利用されるために、ロジスティクスを含めた完成
度の高い VMOSTが必要と考えられる。本学は、オーナー
理事長が学長を兼務する小規模の私立短期大学である。
Ansoff（２００７）の企業類型でいうならば、分離・分散型の
非営利組織・企業というよりも、むしろ専制型の中小企業
に近いものと言え、主に合意形成型（ときには強制型や交
渉形成型）のリーダーシップ（トップマネジメント）を十
分に発揮する環境にあると言えよう。学長のリーダーシッ
プにおいては、教学マネジメントから価値を創造するため
に、戦略のフレームワークを明確に示し、リーダーシップ
の「合法性・戦略的意思決定・活動」に必要な戦略的な組
織推進力とスピードをもって改革にあたることが求められ
る（Ansoff２００７）。そのために必要な組織設計は不可欠と
言えよう。トップマネジメントに求められる条件について
は、多くのビジネス書に説かれているが、アメリカのベス
ト企業家５０人から学ぶ六つの教訓が次のとおり紹介され
ている（Thomas J. Neff and JamesM. Citrin 1999）。
!誠実に生き、見本を示して指導する。
"勝利につながる戦略、つまり大きな構想を立てる。
#優秀な経営陣を築く。

$従業員を奮起させ、大きな成果を上げる。
%柔軟かつ迅速に行動する組織をつくる。
&管理および報酬制度を改善して、社内の結束を図る。
教学マネジメントには、「会社」と「現場」で例えられ
るように、学長のリーダーシップによる教学とその改革へ
の恒常的な支援・推進・統御（トップマネジメントによる
「経営」管理）と、学科・課の運営組織レベルによる「教
学」管理（教員側と職員側の「運営」管理）の二つが関与
していると言え、多くの大学で組織や活動の統合化を図る
取組みがなされている（篠田２０１４，山本２０１５）。管理の
視点は、従来の主に職員側の業務としての意識が含まれな
がら、教学マネジメント自体は教員側にあるという意識が
あるという。しかし、トップマネジメントによる教学の経
営管理という視点においては、教職員の教学マネジメント
に対する認識・理解は十分とは言い難い。これは大規模大
学に強く表れる傾向にあり、個々の学部や学科が経営統括
の中心となり、学長あるいは理事長は集約的な総括者とな
ろう。一方、小規模大学においては、学長あるいは理事長
によるトップマネジメントが、教学経営の改革の中心とな
ることは比較的容易であろう。しかしながら、この半面で
学部・学科・課の運営組織レベルの教学経営の意識は薄れ、
管理される側の立場意識（やらされ感や抵抗感）から努力
を惜しみがちになることから、トップダウン、ミドル・アッ
プダウン、ボトムアップによる意思決定の仕組みをつくり、
計画的に実施することも必要であろう（濱田２０１０）。

４．教学マネジメントの推進力‐組織体制とロジスティ
クス‐
昨今の日本の企業経営が、戦略論から組織論へとシフト
している（守島２０１２）と言われるように、大学経営に経
営学的な判断を求めるものであれば、内部環境（内的コン
テクスト）の資産面だけではなく、組織の在り方（組織能
力）を深く検討する必要があると考えられる。大学ガバナ
ンスに共通するものであろう基本的なコンテクストから生
じる出力のフレームワークを図２に簡単にまとめた（図に
は主なキーワードを挙げた）。
出力とその成果に至るまでには、トップマネジメントに
よる戦略（戦術に至るまでの）のフレームワーク、そして
経営に必要な情報の流れ（図内矢印の双方の働きかけ）が
示されよう。組織の在り方については、双方向の情報フロー
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が必要となるため、明確に経営・運営管理側に二分割され
るものではなく、ミドルのリーダーを配置するなどの統合
的組織体制も当然考えられる。
従来の大学経営のなかで構築された管理・運営の組織構
図には、管理責任の所在が明確であるなどの長所も挙げら
れるが、所謂縦割り業務において、教職協働の体制は取り
にくく、また新規な業務取扱いへの抵抗感や不適応も少な
からず残る。戦略的経営が求められるなか、競争優位性を
十分検討し把握したうえで、戦略を明確に打ち出し、その
ロジステックスをもって戦術を計画しなければならい。
戦略と組織の関係については、アルフレッド・チャンド
ラー（１９６２）が「組織は戦略に従う」と述べるように、
合理的かつ効率的に実行できる組織体制を設計していくこ
とが必要である。一方で、イゴールアンゾフは「戦略は組
織に従う」とも述べており、変化への抵抗、風土や組織能
力が戦略を大きく左右させるものとなる（喬２０１４）。既
存の管理運営上の組織構図があるなかで、この組織体系か
らどのように機能別体制に転換していくかが鍵を握ってい
ると考える。例えば大阪国際大学では、戦略的に同法人内
での統廃合の後、管理運営上の事務組織の配置のなかで、
学生への窓口対応を一本化する機能別体制（教学サポート
センターの設置）注１）が取られ、学生サービスの充実が図ら
れている。この他にも多く先行事例が示されている（篠田
２０１０）。
トップマネジメントにおいては、図３に示すように運営
組織・教職員に働きかける体制をもって戦略を浸透させ、
目的達成への認識・志気そして結束力を高め、行動を促す
（働きかける）組織の設計が必要と考えられる。組織設計
については、ARC（アーキテクチャー、ルーチン、カル

チャー）分析等を行うことで、戦略のフレームワークとの
整合性を図り、教学マネジメントのチームあるいはグルー
プを設計する必要があろう（Garth Saloner et al. 2001）。
戦略経営構築の基本手法等については、篠田（２０１０）
が著書にまとめている。本学の教学マネジメントについて
は、SASLOを導入・運用を開始したファーストステージ
として、運用レベルの課題を勘査するなかで、リーダーシッ
プの重要性を再確認するとともに、戦略経営に不可欠とな
る組織能力の醸成と、とりわけリーダーシップの発揮に必
要なトップマネジメントの組織設計の再考が挙げられた。
また IRについては、日本ではエンロールメント・マネジ
メント（EM）に貢献する IRという認識が浸透してきて
いるなか、米国大学では IR&E（IE: Institutional Effective-
ness）として、IRには EMの機能に加えて、学修成果の
アセスメントと学修成果の獲得向上に向けた PDCAへの
支援、コース設計や運営の支援等、教学マネジメントの改
革・改善に対する意思決定・企画立案を恒常的に支援する
機能の導入・強化が図られてきている（藤原２０１５、嶌田
２０１５）。本学 IRでは、既に学修成果のアセスメントにつ
いて取扱っているが、今後の学修成果の獲得向上に向けた
PDCAへの支援を含め、戦略経営を成功に導くために必
要な IRの機能を明確に示し、充実・強化を図る必要があ
る。
以上要するに、本学の教学改革のファーストステージと
して、今後改革を推進していくために必要と考えられる今
後の課題を次のとおりまとめる。

図２ コンテクスト・出力間の要件

図３ 学修成果のアセスメントの仕組み
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!トップマネジメントの浸透、教学マネジメントの推進
力に必要な組織（チームあるいはグループ）の設計と
運営組織への直接的働きかけの再考
"（V）MOSTをはじめとするフレームワークとその分析
（戦略の明確化）
#IR機能の充実・強化と、これを中核に置く情報フロー
とロジスティクスの明確化
$組織能力の醸成（職能開発、教育・研究の保証、結束
力強化）

５．共同教学 IRネットワーク事業と大学間包括連携協定
校との関わり
本学の教学改革においては、他大学機関等との関わりも
十分に検討する必要があり、諸々の連携活動ほか情報交換
等を図るなかで IR機能をはじめ組織能力の一層の充実が
求められるところである。コンソーシアム事業においては、
大学コンソーシアム八王子、ネットワーク大学コンソーシ
アム岐阜、大学コンソーシアム石川、大学コンソーシアム
京都など、経営基盤強化事例集ほか（日本私立学校振興・
共済事業団２０１１、文部科学省２０１４b）に紹介さていると
おり、地域貢献活動、単位互換制度、生涯学習等の教育交
流、情報発信、機関交流 FD・SD活動が効果的に実施さ
れている。本学は、短期大学コンソーシアム九州、大学コ
ンソーシアム佐賀に加盟するほか、COC事業注２）への連携
協力、各大学・地方自治体との包括連携協定を結んでおり、
諸々の連携事業を効果的に活用していきたい。とりわけ短
期大学コンソーシアム九州では、共同教学 IRネットワー
ク事業注３）において、学生実態調査の情報を共有するほか、
FD・SD研修会、学修成果の発表活動等に参加している。
学生実態調査では、学内 IRと合わせ教学改革に活かして
いきたいと考えている。コンソーシアム等の連携事業にお
いては、いみじくも互恵関係のパートナーシップとして連
携することが重要であり、例えば学生実態調査においては
JJCSS（山田２０１１、相原２０１３、財団法人短期大学基準協
会２０１１）の全国調査との比較分析等を通して北部九州の
短期大学（加盟校）共通の特色（学修成果の特色など）を
競争優位性として見出すなど、各校の教学マネジメントの
推進力の一助となるよう情報交換を図っていくことが大切
であると考える。この他、ステークホルダーの短期大学教
育への認識・評価向上を目指す事業は、戦略の一つとして

取り上げられよう。大学間連携事業においては、これまで
蓄積してきた成果をもとに、社会やステークホルダーに対
して短期大学教育の本質的な認識と評価を高めていくため
に、何が必要かを改めて問い直し、連携事業を一層効果的
に取り入れていきたいと考える。
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注
１）大阪国際大学 HP：http://www.oiu.ac.jp/gaiyo/pdf/educationinfo
06_10_1.pdf（閲覧：２０１５年１２月１６日）．
２）COC（センターオブコミュニティ）：文部科学省「地（知）
の拠点整備事業」。現在は、COC＋「地（知）の拠点大学によ
る地方創生推進事業」として展開されている。
３）短期大学コンソーシアム九州「短期大学学士課程の職業・キャ
リア教育と共同教学 IRネットワーク」採択事業のなかで、共
同 IRネッワークを構築し、学生実態調査（入学半年後、卒業
時）の情報共有を行っている。
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編 集 後 記

今年も春の訪れとともに、短期大学コンソーシアム九州（JCCK）の紀要『短期高等教育研究』Vol．６
を、皆様のお手もとに届けることができました。
本号の構成は、各々１編の「論文」と「研究ノート」、３編の「報告」、及び１編の「資料」という内

容になっております。具体的には、「IRのための分野対応型 web卒業生調査の研究」として、第三段階
教育の質保証の要である卒業生調査の方法論の検討を通して、比較可能性と固有性という方法条件に合
致するものとして協働実施による web調査の可能性を探求した１編が「論文」として、短期大学の自
己点検・自己評価を支援する地域別ベンチマークの可能性を検討した１編が「研究ノート」として掲載
されています。また、執筆者等の所属機関での実践報告、具体的には、自学の教学改革を進めるべく、
学習成果のアセスメントを中心とする教学マネジメント稼働に必要な経営・運営レベルの質的特徴と課
題についての分析報告と、自学の担当授業（「日本語教授法」）に、現在その必要性が主張されているア
クティブラーニングの手法を取り入れた実践報告、及び自学の IRの一環として実施したジェネリック
調査、在学生調査等から自学科・コースの特徴を明らかにしようとした分析報告の計３編が「報告」と
して掲載されています。また、アクティブラーニングの日本の大学教育への導入経緯を詳細に追った１
編が「資料」として掲載されています。
なお、本号の巻頭言は、西九州大学短期大学部学長の福元裕二先生に執筆をお願いしました。先生は、

「短期大学コンソーシアム九州」発足当初からメンバー短大の学長として活躍され、現在も７短大の戦
略的連携のために日々ご尽力されています。短期大学に対する、率直かつ冷静な現状分析と今後の進む
べき方向性への提言が詰まった先生のお言葉からは、リーダーとしての覚悟が切々と伝わり、短期大学
コンソーシアム関係者としての私の胸に迫るものがありました。本紀要編集委員長としては、紀要『短
期高等教育研究』の充実と進化のために、より以上の努力と責任が求められていると感じております。
最後になりましたが、今年度も、時間的な制約のなかで本号の編集に携わって頂いた方々に、多くの

ご迷惑をおかけしたことを深くお詫び申し上げたいと思います。特に、原稿を提出して頂いた執筆者の
皆様と研究センターや編集委員の先生方のご協力に感謝いたします。そして、私の無理な要求にいつも
誠実に対応して下さった鹿毛さんをはじめとする事務局の方々と昭和堂の小玉さんに心から御礼を申し
上げます。ありがとうございました。 （編集委員長）

短期大学コンソーシアム九州紀要 Vol．６
「短期高等教育研究」
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